
 
 
 
 

 
 
 

Q１　この事業は、誰のために、何をするのですか？

Q２　この事業に、私たちの税金がどのように使われていますか？

Q３　この事業が行われることによるメリットは？

Q４　この事業はいつから始まり、また、見直しなどを行いましたか？

旧耐震基準で建築された木造住宅の所有者（または管理者）に対し、

耐震診断にかかる費用の一部を補助する事業です。加えて、診断後の耐

震改修または建物の除却・建替えにかかる費用の一部も補助します。 

住宅の耐震化率を高めることにより、災害に強いまちづくりの推進を

目的としています。

　耐震診断にかかる費用の補助と、耐震改修や建物の除却・建替えにか

かる費用の補助に使われています。

旧耐震基準の住宅が減ることにより、地震発生時における住宅の倒壊

から市民の生命と財産を守ることに繋がります。

2012 年度から実施しています。 

2021 年度に、それまで耐震診断後は耐震改修のみだった補助に、除

却・建替えの補助を追加しました。

事業名：木造住宅耐震化促進事業

ワ ン ポ イ ン ト 解 説 

やっさだるマンの
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（ ）

事業番号５ 2025 年度

事業シート（概要説明書）

予算事業名 木造住宅耐震化促進事業 事業開始年度 2012年度

上位施策事業名 3-3-2災害に強いまちの構築 担当局・部名 都市部

根拠法令等 建築物の耐震改修の促進に関する法律 担当課･係名 建築指導課

事務区分    自治事務    法定受託事務 作成責任者 越水

実施の背景
　阪神・淡路大震災、新潟県中越地震、東日本大震災、能登半島地震などの過去の大地震
による甚大な被害や、今後予想されている南海トラフ巨大地震の30年以内の発生確率が
70％～80％と引き上げされ、住宅・建築物の耐震化は、いっそう急務となっている。

目　的
（何のために）

　地震発生時における建築物の倒壊等の被害から市民の生命・身体及び財産を保護するた
め、市内の住宅・建築物の耐震診断及び耐震改修を計画的に促進し、災害に強いまちづく
りを推進する。

対象者数（全住民に対する割合）

8424 人 9.7 ％

　 直営

　 業務委託 又は　  指定管理（委託先：三原市木造住宅耐震診断資格者）

   補助金〔直接・間接〕
　（補助先：旧耐震基準で建築された木造住宅の所有者等　実施主体：同左）

   貸付（貸付先：　　　　　　　　）    　その他（　　　　　　　　　　　）

事業内容

（1）木造住宅耐震診断事業
・旧耐震基準で建築された木造住宅の耐震診断を申請者の負担1万円で市が実施する。
 （耐震診断費104,286円（一律同額））
（2）木造住宅耐震改修事業
・旧耐震基準で建築された木造住宅（以下「補助対象建築物」という。）の建物全体を一定
　の基準を確保するための耐震改修（以下「耐震改修」という。）する全体改修。
 （補助率50％最大115万円）
・補助対象建築物の１階にある主寝室を限定して耐震改修する部分改修。
 （補助率50％最大40万円）
・家具や建築物の倒壊から主寝部分のみの安全を確保するためのシェルター設置。
 （補助率50％最大20万円）
（3）木造住宅除却・耐震建替え事業
・市内の新耐震基準の建築物へ住み替えする際の補助対象建築物の除却。
　(当該工事に要した費用に0.23を乗じて得た金額　最大58万円）
・居住誘導区域内で、同一敷地内の補助対象建築物の建替。
　(当該工事に要した費用に0.8を乗じて得た金額　最大115万円）
（4）普及啓発
・ダイレクトメールの送付。

関連事業
（同一目的事業等）

2025年度(予算) 2024年度(決算見込) 2023年度(決算) 2022年度(決算)

事業費合計 6,119 千円 3,516 千円 1,863 千円 1,386 千円

事業費内訳
（2024年度分）

木造住宅耐震診断　 　　  2,112千円
木造住宅除却・建替え事業 1,350千円
普及啓発　　　　　　　　　　54千円

担当正職員 0.4 人 2,400 千円 0.4 人 2,400 千円 0.4 人 2,400 千円 0.4 人 2,400 千円

臨時職員等 人 千円 人 千円 人 千円 人 千円

人件費合計 0.4 人 2,400 千円 0.4 人 2,400 千円 0.4 人 2,400 千円 0.4 人 2,400 千円

総事業費 8,519 千円 5,916 千円 4,263 千円 3,786 千円

4,194 千円 2,076 千円 1,290 千円 981 千円

国県補助金の内容 社会資本整備総合交付金（住宅・建築物安全ストック形成）、広島県住宅耐震化促進支援事業

地方債 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他の財源の内容

一般財源 4,325 千円 3,840 千円 2,973 千円 2,805 千円

財源合計 8,519 千円 5,916 千円 4,263 千円 3,786 千円

対　象
（誰・何を対象に）

　三原市内にある旧耐震基準で建築された木造住宅の
所有者又は管理者

実施方法

事業内容
（手段、手法など）

事
業
費

人
件
費

国県補助金

その他の財源
（使用料、手数料など）

事
業
概
要

コ
ス
ト

財源

内訳
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事業番号５ 2025 年度

【活動指標名】（実績値/目標値） 単位 2024年度 2023年度 2022年度

木造住宅耐震診断事業 棟 22/8 3/8 2/8

木造住宅耐震改修事業 棟 0/4 0/4 0/4

木造住宅除却・建替え事業 棟
3/4

(除却3）
2/4

（除却1）
3/4

（除却3）

普及啓発事業 通 240 280 147

単位当たりコスト 総事業費 ／
（耐震診断件数＋改修＋
除却・建替事業）数 千円 237 853 757

成果目標
（指標設定理由等）

　住宅のストックのうち約61％、一戸建てでは約91％が木造である。木造住宅の耐震化率
を指標として採用し耐震性能を向上させることは、本市においても地震時の倒壊リスクの
軽減することに繋がり、市民の安全を確保するために効果があると考えたため。

【成果指標名】（実績値/目標値） 単位 2024年度 2023年度 2022年度

住宅の耐震化率（新耐震基準の戸数/全戸数） ％ 78.5％ 72.3％ 70.5％

事業の自己評価
(今後の事業の方向性、

課題等)

・耐震診断を行っても耐震改修や除却、建替えに繋がっておらず、耐震化が進ん
　でいないことが課題。
・耐震改修費が想像以上に高額であり、改修工事を行えていない。
・旧耐震基準から40年以上経過し、耐震改修よりも実情に合わせた建替えに移行
　すべきではないか。

比較参考値
（他自治体での類似事業の例

など）

尾道市（2024年度実績）
木造住宅耐震診断　　2棟
木造宅耐震改修　　　1棟
木造住宅除却建替え　1棟

特記事項

事
業
実
績

活動実績

事
業
成
果 成果

（目標達成状況）
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■ お問い合わせは、三原市建築指導課（電話0848-67-6122）、又は広島県建築課（電話082-513-4133）まで

（平成28年熊本地震）

い
つ
か
は

や
っ
て
く
る

南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震

お
住
ま
い
の

住
宅
が

倒
壊
し
た
ら

、 、 のための があります。

住宅の

除却工事現地建替え耐震改修耐震診断

で

所有者の負担 工事費の50％ 工事費の80％ 工事費の23％

耐震診断士を派遣
※居住誘導区域内にある住宅に限る
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■三原市内で想定される震度
次の図は、南海トラフ地震で最大クラスの地震が発生した場合の揺れの強さを示しています。

三原市都市部建築指導課
建築指導係

0848-67-6122
kenchikushido@city.mihara.hiroshima.jp

広島県土木建築局建築課
建築安全担当

082-513-4133
dokenchiku@pref.hiroshima. lg.jp

■なぜ住宅の耐震化が必要なのでしょう？

地震調査研究推進本部（文部
科学省研究開発局地震・防災
研究課）によると、南海トラ
フ地震の発生確率は、今後30
年以内に80％程度とされてい
ます。近い将来発生する可能
性が高い南海トラフ地震に備
える時が来ています。

○広島県の震度分布図 ○広島県の被災予測
死者数

負傷者数

全壊棟数

※広島県内

※広島県内

※広島県内

14,759人

69,561棟

22,220人

南海トラフ地震は今後３０年以内に８０％程度の確率で発生します！

■補助制度を利用して、お住まいの住宅を耐震化しましょう！

※上記資料は、広島県地震被害想定調査報告書[H25]から引用

広島県では、地震による住宅の倒壊等の被害を防止するため、一戸建て木造住宅の耐震改修、
建替え、除却を行う所有者または居住者に三原市とともに補助金を交付しています。昭和 56 年
（1981年）５月 31 日以前に着工された一戸建て木造住宅にお住まいの方は、補助制度の利用な
ど、耐震改修等をぜひご検討ください。☞ 詳しくは、下のＱＲコードから！

三原市

須波駅

三原駅

本郷駅

安芸幸崎駅
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